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1　はじめに
　人間生活の基本要素である生産活動および消費活動は，自然環境に対して何らかの影響を及ぼしな
がら営まれる。生産・消費の過程においては，さまざまな種類の資源・エネルギーが自然環境から採
取されるとともに，さまさまな負荷が（時には便益が）自然環境へともたらされる。社会的分業の進
展に伴い，あるモノを生産する者と消費する者とが原則的に乖離するにつれて，人間生活による自然
環境への影響は多大なものになってきた。また，数多く議論されてきたように，急激な大規模工業化
やマス・マーケティングの進展は，自然環境に対する影響を加速度的に増加させた。生産・消費に起
因して発生する環境問題は，長らく社会全体の懸案事項とされている。
　環境問題に対する一般的認識を時系列的に捉えてみよう。1960年代から1970年代にかけては，工
場から排出される有害物質を原因とする大気汚染や水質汚濁などが深刻化し，発生源である生産者の
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責任を追及する動きが活発化した。そのため，当時の環境問題は，一国内の地域的な公害問題として
取り上げられることが多かった。一方，1990年代以降においては，地球温暖化・オゾソ層破壊・酸
性雨といった，国全体のレベルをも超え地球規模で取り組むことが不可欠な諸問題が危機的状況を迎
えた。また，環境問題は生産段階においてのみ発生するものではなく，よって生産者だけでなく消費
者も環境問題の発生源に含まれる，という認識が強くなった。
　このような理解に基づくと，1960～1970年代の環境問題は，生産活動・産業活動を中心的要素と
した社会，すなわち「産業社会（industrial　society）」において発生する一方，1990年代以降の環境
問題は，消費活動・生活活動を中心的要素とする「消費社会（［mass］consumption／consumer　socie－
ty）」において発生すると想定されうる1（図表1参照）。どのような社会を消費社会とよぶかは判断
の難しいところではあるが，一つの基準となりうるのは，その社会において誰がどのような消費生活
を営んでいるかである。すなわち，消費社会とは，たとえば中世以前のように，特権階級や富裕層な
どといった一握りの者だけが贅沢な暮らしを謳歌しているような社会ではない。社会を構成する大多
数の者が，すなわち一般大衆ないしは庶民が（個人間の程度差こそあれ）一定水準以上の消費生活を
営むことが可能になっている社会であると特徴づけられよう2。間々田（2000：8）は，「消費社会と
は，人々が消費に対して強い関心をもち，高い水準の消費が行なわれる社会であり，それにともなっ
てさまさまな社会的変化が生じるような社会である」と，消費社会を定義づけている。
　ここにいう，「一般大衆による一定水準以上の消費」とはどのような意味を有しているのだろうか。
Ehrlich＝Ehrlich（1990：57－59一訳：58－61）は，人間集団が環境に及ぼす影響の大きさは，その集
団の人口，平均的な人間が消費する資源の量（豊かさの指標ともなる），および消費財を供給する科
学技術の環境破壊指数という三つの条件によって規定される，と指摘する3。これに鑑みると，一般
大衆が一定水準以上の消費生活を営んでいる社会においては，必然的に自然環境への影響は大きなも
のとなる。さらにいえば，物質主義的な価値観が蔓延する中で過剰生産・過剰消費が絶え間なく繰り
返されるような，いわば「浪費社会」にあっては，自然環境への影響がきわめて危機的なものになる
1ただし，「1960～1970年代における社会＝産業社会」「1990年代以降における社会＝消費社会」と画一的に解し
　ているわけではない。そもそも，消費社会とほぼ同義の概念は，「ゆたかな社会（A租uent　Society）」（Gal－
　braith［1958コ1984）や「高度大衆消費時代（high－lnass－consumption　age）」（Rostow　1960）など，早くから提
　示されている。また，さらに遡っても，消費社会と性格づけられるような社会状況は1920年代のアメリカをは
　じめとして存在した。なお，堤（1996）は，消費社会とは産業社会をアンチテーゼ的に捉えたものであると指
摘している。
2このような特徴を強調するならば，Rostow（1960）による「高度大衆消費時代（high－mass－consumption　age）」
　（Rostow　1960）や，　Katona（1964）による「大衆消費社会（mass　consumption　society）」といった用語が適
　切であると解することもできよう（本稿の欧文論題においても“mass　consumption　society”を用いている）。
本文中では，そうした趣旨を含意させたうえで「消費社会」という用語を一貫して用いることとする。
3同様の趣旨から，Carley　＝　Spapens（1998：41－42一訳：60－62）は，自然システムに与える経済的負担とは，
平均消費量，人口規模，および経済がモノとサービスを生み出すために利用可能なテクノロジーに比例してい
　る，と指摘している。
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図表1　環境問題の特徴比較4
公害型環境問題
i1960～1970年代）
地球環境問題
i1990年代～）
環境汚染源 個別企業など 人間活動，不特定多数
環鏡汚染の範囲 ローカルな問題 グローバルな問題
汚染の発生段階 生産段階に多い 生産・流通・消費・廃棄の全段階
主な環境問題の例 大気汚染など7大公害 温暖化など地球規模の問題
加害者一被害者関係 判別が可能 複雑，両者の一致も多い
影響の時間次元 多くは現世代に係わる 多くは将来世代に係わる
→想定されうる社会 産業社会 消費社会
出所　大江（2001：19）に筆者加筆して作成
のは自明である。Durning（1992）やCarley　＝　Spapens（1998）は，過度に発達した消費社会が自然
環境・地球環境に及ぼす深刻な影響に対して，強く警告を発している5。
　これらを勘案すると，消費社会と環境保全との間には相対立するような関係が成立する，と解ささ
るを得ないかもしれない。だが，消費社会の内実を吟味すれば，両者間に一定程度の斉合性を見出す
ことも可能ではなかろうか。また，大量生産・大量消費・大量廃棄型の従来的社会から持続可能な循
環型社会への転換という現代的課題を解明する鍵が，消費段階から生産段階への流れ（逆流通）をい
かに生み出すかにある，という点に鑑みても，消費社会を分析対象とする必要性は高い。したがっ
て，本稿においては，消費社会と環境保全との間の相剋的状態の緩和を目指して，両者の斉合の方向
性を模索していく。第皿章では，環境保全を念頭に置きながら，消費社会の全体像の把握を試みる。
第皿章では，消費社会における環境保全型の消費活動とはどのような特徴を有するのかを検討する。
第IV章では，本稿を総括するとともに今後の研究課題を提示する。
1　消費社会の全体像一環境保全を念頭に置いて一
　消費社会の全体像を可能な限り明確に把握するためには，どのような手法が有用であろうか。選択
肢の一つとして考えられるのが，消費社会を一種の社会経済システム（socio－economic　system）と
みなして，「部分と全体」の観点から捉えるという手法である。これを採り入れると，消費社会を構
成する主体の特徴に基づき消費社会の全体像を把握する，という思考経路が導き出される。消費社会
4間々田（2000：194－205）は，図表1とほぼ一致した見地から，「産業社会における環境問題」と「消費社会に
　おける環境問題」とを峻別している。
5これら研究の以前にも，（消費社会と環境破壊との関連を直接的に論じてはいないものの）同様の趣旨の指摘
　は数多くなされている。あまりにも有名なところでは，Meadows　et．　aL（1972）によるローマクラブのレポー
　ト「成長の限界」やHirsch（1976）による「成長の社会的限界」が挙げられる。
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において「生活関連の環境負荷を低減していくためには，生活者のみならず，事業者，行政などの取
り組みが必要である」（国民生活セソター［編］2000：158）と指摘されている点からも明らかなよう
に，消費者（生活者）6，生産者（事業者）7，および政府（国・地方公共団体）が，消費社会の中心的
な構成主体であると解される。ただし，これら三者に対して均等に目を向けようとすると議論が煩雑
になりかねない。ここでは，消費社会の構成主体として一義的に想起されうる消費老に焦点を当てた
うえで，消費者と他の構成主体との関係へと言及していきたい。それによって，他の構成主体の特徴
も明らかになってくるであろうし，ひいては消費社会の全体像が見えてくるだろう。
　ここに取り上げる「消費者」とは，さまざまな側面を有している。当然のことながら，各々の消費
者は基本的には別個に行動するのだから，環境保全に関する判断基準は消費者ごとに異なる。だが，
その判断基準は，他の消費者との関わりによって少なからず影響を受ける。すなわち，消費者は「個
別の消費者」としての顔と，複数の消費者によって構成される「消費者の集団」8の一員としての顔
とを持ち合わせている。個別の消費者たちの間，個別の消費者と消費者の集団との間，および各種の
消費者の集団の間には，互いの行動をある程度規定しあう関係が成立している。こうした関係の上
に，「全体としての消費者」像を描くことができると考えられる。
　消費者（生活者）の立場からの環境保全への貢献を検討する際に，多くの研究（Fisk　1974；片山
1975；三上1982；Naess　1989；環境主義マーケティング研究会1992；Elgin［1981］1993；Nassba－
um＝Sen［ed．］1993；鳥越1996；Carley＝Spapens　1998；0’hara　1999；Moisander　＝　Pesonen　2002）
は，ライフスタイル（生活様式一lifestyle），生活の質（quality　of　life），あるいは生き方（way　of
life）9という点に着眼する。鳥越（1996：199－201）は，持続可能な世界の実現のためには社会シス
テムの改良が必要不可欠であり，この社会システムの改良とは，個々人の立場からみると，ライフス
タイルの変更を意味していると指摘する。他方，Naess（1989：88一訳：142）は，自らが提唱する
6「（最終）消費者」および「生活者」という二つの語句について，三上（1982：205）は，「ソーシャル・マーケ
　ティソグは，従来のようにそのターゲットを狭い意味の消費者と考えないで，より広く『生活老』と考えるよ
　うになった」と述べる。また，片山（1975：180）は，「消費者は生活生産者としての，能動的な，自主的な判
　断力を持った生活生産者としての性格を顕著にしはじめてきたのである」と主張する。本稿においては，基本
　的には「消費者」と表現しているが，その中には「生活者」という意味も織り込まれている。
7「生産者」としては，製造業者のほか，流通業者（卸売業者・小売業者）も含まれるし，さらに広義には（再
　生資源を生産するという意味で）回収業者やリサイクル・リユース業老も含まれるであろう。
8ひとくちに「消費老の集団」といっても，その種類には，消費者団体，市民団体，消費生活共同協同組合（コー
　プ），あるいは昨今盛んな活動が展開されているNGO（非政府組織）公式的な（または個人による集団への参
　加意識が自覚的な）ものや，いわゆる「ご近所づきあい」や学校・職場での仲間内の集まりのような非公式的
　な（または参加意識が比較的無自覚的な）ものがある（その意味で，町内会というのはこれら双方の特徴を有
　していると思われる）。また，その活動範囲で区分すると，地域に根ざしたものから，国際的な広がりを見せ
　るものまである。他方，集団の単位は，より大きな集団と，その集団の構成要素・相互影響要因としての下位
　集団とに区分することができる。
9生産者や政府に関しては，企業理念や国家理念，あるいは行動指針といったものがこれらに対応するであろう。
一158一
「エコソフィ（ecosophy）」10という概念を論じる中で，「エコソフィに即したライフスタイルの中心
をなしている標語は『手段は簡素に，目標は豊かに』である」と述べるのに引き続き，「エコソフィ
に即したライフスタイルは富裕，豊かさ，ぜいたく，潤沢などの真価を認めている。しかし，これら
の喜びは生き方の質の見地から定義されるのであって，生活水準で定まるのではない」と主張する。
すなわち，環境保全を重視したシンプルなライフスタイルは，客観的指標に基づいた生活水準より
も，個人の価値観や信念に根差した生活の質・生き方と密接な関連を有すると考えている。同様の見
地から，Elgin（［1981］1993：398－405）は，よりシンプルな生き方というのは，人間生活のすべての
要素（消費・労働・他者との関係，自然や宇宙との関連など）に関わると述べたうえで，従来的な生
活の目標は物質的発展であるのに対し，環境保全を重視する場合の生活の目標は調和と均整をともな
った物質的および精神的両面の発展であると主張する。
　留意すべきは，ライフスタイル・生活の質・生き方を分析する際には，個別の消費者レベルのみな
らず消費者の集団レベルにも目を向ける必要があるという点である。Naess（1989：88－91訳：
143－147）は，個人のライフスタイルがエコロジーを意識したものに変化していくためには，個人間
の相互援助のための情報や組織のセソターが不可欠であると主張する。また，ライフスタイルその他
は，消費者内部にとどまらず，生産者や国・地方公共団体という消費社会の他の構成主体にも必然的
に関わる問題である。マーケティソグとの関わりについて，Fisk（1974：137一訳：152）は，「生態
学上の命題と両立しえるライフスタイルへと人々の態度の変化を促進していくことによって，マーケ
ティソグは，ただひたすらrもっと多く』を求めるよりも，より大きな社会的生存の価値を追及する
行動へと人々を向かわせることができる」と述べる。国・地方公共団体における政策との関わりにつ
いて，Schor（1999：448－452）は，消費に関する新たな政策（その一環としての環境に配慮した消費
のための政策）は，消費者の日常生活におけるライフスタイルに注目することから出発するとの旨を
述べる。こうした見解を総合したものとして，環境主義マーケティング研究会（1992：118）は，「環
境への影響を配慮し，環境と共生する新たな生活様式をエコロジカル・ライフスタイルと呼ぶ。これ
までのライフスタイルを見直し，地球環境にやさしいエコロジカルなライフスタイルに変えていくた
めには，官民一体となった国民的な合意形成が必要である」と主張する。
　ライフスタイルを見直そうという意識の高まりは，一種の社会運動（社会的趨勢）として発現する
場合がある。このようないわゆる環境運動（ecological／environmental／green　movement）には，多
くの研究（片山1975；Humphrey；Buttel　1982；三上1982；Norton　1991；環境主義マーケティン
グ研究会1992；Peattie　1992；Schnaiberg－Gould　1994；Mazmanian－Kraft　1999；Thiele　1999）が注
目する。環境主義マーケティング研究会（1992：116）によって，「環境に対して負荷の少ない消費生
10Naess（1989：37一訳：62）によると，「エコソフィ　（ecosophy）は経済（economy）やエコロジー（ecology）
　という語の接頭辞エコ（eco－）と哲学（philosophy）の接尾辞ソフィ（－sophy）の合成語で」あり，和訳する
　ならば「環境哲学」ということになる。
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活，地球に優しいライフスタイルをもとめて……，いま消費者の立場から，消費者自身で環境問題に
対応していこうとする機運が芽生えている。環境に害を与えない消費者（＝緑の消費老）運動を『グ
リーン・コンシューマー・ムーブメント』，あるいは，『グリーン・コソシューマリズム』と呼んでい
る」と主張されるように，この運動は主として消費者から起こってくるものであり，運動の単位は消
費者の集団レベルで行われることが多い。ただし，環境運動が消費者の内輪に向けての，すなわち消
費者から他の消費者への働きかけに留まるのは稀である。企業や政府に対しての巨大なカウソターベ
イリソグ・パワー（拮抗力）として（片山1975；三上1982）発展していくのが常であり，あるい
は当初からそのような方向性を有しているであろう。他方，Humphrey＝Buttel（1982：127－130一
訳：165－169）は，環境運動を展開する組織として，全国的な環境団体や地方の環境団体に加えて，
環境に関する法律を執行する役割を担う政府機関などの「行政的運動組織（institutional　movement
organizations）」をも挙げる。すなわち，環境運動とは消費者の側から起こされるだけのものではな
く，環境の質の向上を目指す，あらゆる組織体によって展開されうると指摘する11。
　消費者を中心としたここまでの叙述から，ある主体（消費者）における環境保全を目指した行動は
必然的に他の主体（生産者および国・地方公共団体）にも影響を及ぼす，との旨が示唆されたと思わ
れる。それでは，消費社会の構成主体としての消費者，生産者，そして国・地方公共団体という三者
間の関係は，改めてどのように特徴づけられるであろうか。消費社会に関する先駆的研究者に位置づ
けられるGalbraith（［1958］1984：129訳：207－208）は，生産と（消費者における）欲望との関連
性について，「近代的な宣伝と販売術は，生産と欲望をいっそう直接的に結びつけている。宣伝と販
売術の目的は欲望をつくり出すこと，すなわちそれまで存在しなかった欲望を生じさせることである
から，自立的に決定された欲望という観念とは全然相容れない。これをおこなうのは，直接または間
接に財貨の生産者である。……生産老は財貨の生産と欲望の創出という二重の機能をもつことにな
る」と主張する。このような現象をGalbraith（［1958］1984）は「依存効果（dependence　effect）」
とよび，生産が充足させる欲望とはそもそも生産自体がつくり出しているものだと解した。依存効果
を前提とするならば，消費者とは消費社会においては受動的な立場を有するにすぎず，よって消費者
が自律的で自由な消費行動を営んでいるという考え方に対しては相当制限を加えられる。
　生産と消費との関連性に絞って消費社会を説明する場合には，依存効果は確かにある程度の有用性
を保持しているであろう。しかし，環境保全の重視を前提として消費社会の全体像を描き出そうとす
る際には，依存効果はそのまま受け入れられない。前述のように，消費者の立場からの環境保全への
11なお，Humphrey＝　Buttel（1982：111一訳：145）は，その研究領域である環境社会学（社会と環境との相互関
　連の研究）と環境運動との関わりを次のように論じている一「これまでの社会運動のなかで，この環境運動ほ
　ど劇的に発展してきた運動はなかったし，また，これほど多くの人々の生活，例えば日常用語にまで重要な影
　響を与えた運動はなかった。事実，今日，『環境社会学』と呼んでいる学問も，大筋では，科学者のこの大衆
　運動への関心や，彼らの努力によって広められたこの運動の重要性や緊急性によって，根本的には形づくられ
　てきたといえる」。
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貢献の仕方としてはライフスタイルの見直しを挙げることができる。消費というのはライフスタイル
を形成する重要な一因とはなるが，ライフスタイルすべてを決定するものではない12。つまり，たと
え消費が生産に（一方的に）依存しているとしても，そのことのみでは消費者のライフスタイルを説
明しきれないので，そこには消費者の自律性や自由度は存在しているといえるのではないか。また，
消費者による環境運動とは，主として生産者に対する抵抗運動として展開され（Schnaiberg＝Gould
1994），原則的に消費老の自主性に委ねられている。
　消費社会に関する研究の中で，早くから消費者の自律性や能動性を指摘したのがKatona（1964）
である13。Katona（1964）は，消費者における「自由裁量的支出（必需的支出を超えた部分の支出）」
の使いみちを決定するのは消費者自身であるから，企業や政府は消費者の動向に素早く適応していく
ことが重要であると主張する。他方，三上（1982：29－30）は，「コソシューマリズム（consumerism）」
を次のように定義する一「コンシューマリズムとは，消費者志向，消費者運動，消費者行政という在
来の次元から脱却し，人間と環境を守るという新しい価値基準に立脚し，社会・生態学的バラソスと
人間福祉を目指す，より高い次元の世界において，主として市場システムとの関わり合いにおいて，
消費者主権を確立すべき思想ないし理念である。したがって，コソシューマリズムは，消費者，非消
費者を含む全市民はもとより，企業，政府をも包摂する理念である」。Galbraith（［1958］1984）の
依存効果を前提とするならば，消費者主権（consumer　sovereignty）という考え方は否認されさるを
得ないが，三上（1982）はその消費者主権の確立の必要性を言明する14。
　ただし，消費社会における消費者主権を認めるとしても，それを強調しすぎるあまりに，消費社会
の全体像をいわば「消費者集権的」に組み立てるというのは，まったく適切ではない。三上（1982：
36）も，「コンシューマリズムは，体制の否定をめざすものではない。少なくとも，営利主義の原則
と自由競争市場の体制を否定するものではない。しかし，在来の次元におけるこれら二つの体制にお
けるひずみ，あるいはデメリットを，相当大幅に修正していかねばならないという要請はきわめて強
いものと考えざるをえない」と述べる。つまり，消費老・生産者・政府という消費社会の構成主体
は，いずれか一つが突出した存在として位置づけられるべきものではない。さらにいえば，これら主
体の間には，「社会的相互依存性（social　interdependence）」が存在しているのである（Sen　1970，
12この点は，前述のElgin（1993）によって示唆されているとおりである。また，片山（1975：180）は，「ライ
　フスタイル概念」とは「消費者の自主的な価値観と，企業によって提供される商品とによって構築される生活
　者の生活行動システム」であると理解することができると述べ，消費者による生活の自主的構築という要素を
　強調している。
13消費社会に関する研究において，Galbraith（［1958コ1984）とKatona（1964）とは対照的な立場であると一般
　的に解されている。しかしながら，環境保全型消費社会の特徴を明らかにするためには，両者の主張を折衷的
　に採り入れることが有用であると考えられる。
14また，片山（1975：180）は，消費者主権に基づいた生活者主義の重要性について論じたうえで，「消費者は生
　活生産者としての，能動的な，自主的な判断力を持った生活生産者としての性格を顕著にしはじめてきた」と
　主張する。
一161一
図表2　消費社会の全体像
1982；Kapp　1975；Thiele　1999）15。こうした見解は，「生活関連の環境負荷低減のための施策を行う際
には，各主体が相互に影響を与え合い複雑な関連を持っていることを踏まえ，個別の取り組みの推
進・促進を考えるだけではなく，関連を意識した体系だった施策を考えていく必要がある」（国民生
活センター［編］2000：158）という指摘と合致する。
　ここまでの論述を踏まえると，環境保全を重視する場合の消費社会の全体像は，図表2のように
15江田（2000：57）は，消費社会を論ずる際の包括的な分析対象のうちの一つとして「生産者と消費者の相互依
　存的な行動」を挙げている。
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示すことができる。個別消費者の活動，消費老集団の活動，および消費者全体の動向の間には既述の
ように密接な関連性があるのと同様，個別生産者の活動，生産者間の提携，および生産者全体の動向
の間にも，そして単一政府の施策，複数政府間の施策，および地球規模の政府間協力の間にも，密接
な関連性が存在するのは間違いなかろう。そして，消費者・生産者・政府の間には社会的相互依存性
が存在しているとの見解を先に示したが，この「相互依存」という文言にはかなりの多義性がある。
たとえば，生産者から消費者に対して展開される環境保全重視型のマーケティソグ活動は，その活動
内容の如何によって，個別の生産者によって展開可能な活動もあれば，生産者間の提携や政府の環境
政策が必要な活動もある16。つまり，ひとくちに相互依存関係といっても，各主体の行動を全面的に
制約し合うものではなく，各主体における自律的な行動領域は保持されている。他方，政府が消費者
や生産者に向けて環境政策を展開しようとする場合には，政府の指導的立場が強調される半面，そも
そも消費老および生産者から一定程度以上の賛同を得られなければその政策が実効性を有することは
ない。これは，消費社会全体を環境保全重視に導くためには，すべての（もしくは大多数の）構成主
体が参加しての合意形成が必要である旨を示唆している。
　このような各主体の動きは，消費社会において何に価値を見出すかに関わる「社会的価値体系
（social　value　system）」影響を与え，ひいては消費社会において何をなすべきかに関わる「社会的規
範（social　norm）」に影響を与える17。また，消費者・生産者・政府の三者間の合意によって社会的
規範・社会的価値体系が形成されたり変化したりする場合18，その現象は当然のことながら反射的に
各主体の行動に影響する。すなわち，ここにいうところの社会的価値体系・社会的規範は消費社会に
とって所与ではなく，これらと消費社会における構成主体との間にも，相互作用が働いているといえ
るであろう。さらに，社会的価値体系・社会的規範を制度（institution）の一場合と捉えるならば，
こうした現象は制度の形成・変化の過程とみなすこともできる19。
　そして，Hodgeson（1988：16一訳：12）が社会経済システムと自然環境との間の相互作用を説示
しているのと同じく，消費社会と自然環境との間には相互作用が働いていると解される。「環境保全
16この点に関しては，生産者ないしは政府によるディマーケティソグ（demarketing一需要抑制・需要管理）の
　問題として，第N章で若干の言及をする。
17たとえば，消費社会における構成主体の大多数が環境保全を重視するようになれば，社会的価値体系・社会的
　規範は，「顕示的消費（conspicuous　consumption）」を抑制したり，「ただ乗り（free　rider）」を厳しく監視し
　たりするようなものに変容するであろう。
18Elster（1989：135－146一訳：162－175）は，主体間の社会的交渉（social　bargaining）を通して社会的規範が形
　成されていく過程について説明している。
19North（1990：3一訳：3）は，制度に関する経済学的定義として，「制度は社会におけるゲームのルールであり，
　あるいはより形式的にいえば，それは人々によって考案された制約であり，人々の相互作用を形づくる」と述
　べる。一方，Scott（1995：33一訳：53－54）は，制度に関する社会学的定義として，「制度は，社会的行動に対
　して安定性と意味を与える，認知的，規範的，および規制的な，構造と活動から成り立っている。制度は，様
　々な担体一文化，構造，およびルーチソーによって伝達され，支配の及ぶ範囲の多重レベルにおいて作用す
　る」と述べる。これらの定義と，本稿における社会的規範・社会的価値体系の用法とは適合すると思われる。
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型」の消費社会を目指すに際しては，この部分の相互作用への注目がきわめて重要な意味を有すると
いうことはいうまでもない。さらにいえば，自然環境をも含めた消費社会とは，それ自体がひとつの
大きな共同体（community）を構成していて，かつ下位システムとしての多様な共同体がそこに包含
されている，と解することもできる20。
　以上，環境保全を念頭に置きながら消費社会の全体像を明らかにしようと試みてきたが，消費社会
が真に環境保全への貢献を果たすものとなるためには，その構成主体がどのように活動するのかを問
わなければならない。そこで，次章においては，消費社会における環境保全型の消費活動の特徴を明
らかにするよう努めたい。
皿　消費社会における環境保全型の消費活動
　率直に考えると，消費社会における中心的要素は，やはり消費という活動そのものである。よっ
て，消費社会において環境保全がどれ程重視されているかを見極めるためには，あるいは消費社会を
環境保全重視型へと変容させるためには，消費の内容を問う必要がある，ということとなる21。もう
少し具体的に言い表すと，環境保全重視型の消費社会における消費は，従来的な消費との間にどのよ
うな差異を有するのかという点が，本章の検討課題となる。
　環境保全重視型の消費と従来的な消費との対比をするために，まずは，消費の客体，すなわち消費
社会において何が消費されていると考えるのかに着目してみよう。Ekins（1991：245）は，消費社会
について，「消費社会は，ますます多く，かつ多様な財・サービスを所有し，あるいは使用すること
を第一に目指すような文化となり，それを目指すことが個人の幸福や社会的地位，国家の成功へのも
っとも確実な道とみなされるような社会である」と述べている。この記述にも表れているように，消
費社会における消費の客体は，原則として，財・サービスである。しかしながら，Schnaiberg＝
Gould（1994：202一訳：255）による，「人間の経済は，究極的には自然資源に依存する。すべての人
間社会は，財を生産する上で，その社会の自然資源の基盤に依存している。地球は，あらゆる技術的
な営みの資源的な基盤である」という主張にも表れているように，環境保全を重視する場合には，
財・サービスを生み出すために消費ないしは利用される自然環境へと視野を広げる必要がある。
　主流派経済学22においては従来，（天然資源を含んだ）自然環境というものは，消費・利用に際し
て経済的対価を伴わない「自由財（free　goods）」であると考えられてきた。とりわけ空気や水は，
大気汚染や水質汚濁が深刻な公害問題として耳目を集めるまで，自由財として扱われることが多かっ
20同趣旨の考え方は，Naess（1989）やCarley＝Spapens（1998）が展開しているので参照されたい。
21Fisk（1974：23一訳：29）は，「責任ある消費は，乏しい資源を生態学的に最も価値ある目的のために使用する
　ことを求めている」と述べたうえで，「地球の人口とその環境との間の長期的均衡を維持するには，生産と消
　費は等しくなければならない」と主張している。
22「主流派経済学（mainstream　economics）」とは，ここでは「新古典派経済学（neo－classical　economics）」のこ
　とを指している。
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た。さらに時代を遡っていけば，森林や野生動物，石油や石炭といった化石燃料，あるいは各種の鉱
物資源までもが，多かれ少なかれ自由財としての性格を帯びていたといえよう。Kapp（1950：95一
訳：110）は，早くからこうした「自然的資源（natural　resources）」の捉え方に着目し，「これらの
資源は，個々の生産者の立場からは『自由財』であるという事実があるために，これらの資源につい
ては，特に無駄の多い開発と回復との慣行が行われる」と主張する。同様の趣旨から，環境主義マー
ケティング研究会［編］（1992：64）は，「従来，自然環境はその性格から誰もが自由に利用できる公
共的な性格を持つものとして市場の外に出されていた。つまり，環境という商品は原則として，その
利用を制限したり，排除したりすることが困難なのである」と述べる。従来どおり，自然環境とは無
限で再生可能なものであると考えるならば，それを自由財として扱い続けることに支障はないであろ
う。だが，すでに明白にされているように，実際のところは，自然環境とは有限であり，いったん破
壊されてしまえばその再生はきわめて困難なものである23。
　Taylor＝Tiford（2000：471）は，財・サービスの消費・利用によって「隠れた消費（hidden
consumption）」24が引き起こされているとして，次のように述べる一「消費財は，複雑で入り組んだ
地球規模の資源ネットワークを経て人間たちへと到達する。現代の消費者の日常生活は，地平線をは
るか超えた地球のさまざまな箇所との隠れた相互作用によって満たされている。膨大な数の消費財
は，地球中の至る所に広がる生産の鎖を経て私たちのところにやってくる。この鎖に沿って，人間た
ちは概念化するのにさえも大きすぎるほどの数量を地球からの原材料として引き出している」。この
記述からも窺い知れるように，財・サービスの消費・利用と自然環境への影響との関係を概括的に把
握するのは困難である。ただし，消費の客体に自然環境を含めて考えることは可能であるし，またそ
の必要性は否定しきれないであろう。
　自然環境を消費の客体へと含めようとする場合，生産者と消費者との間のやり取り（交換）はどの
ように変容するのか。客体を財・サービスのみに限る場合，生産者一消費者間においては，もっぱら
経済的交換（economic　exchange）が行われている，と解するのに疑いはない。一方，客体に自然環
境を含めて考えるならば，生産者一消費者間では非経済的交換も行われる，と必然的に解されそうな
ところである。ただし，ここまでの叙述も暗示しているように，自然環境はかなりの部分がもはや自
由財とはいえず，その消費・利用に際して経済的対価を要求するようになってきている25。よって，
23宮本（1989：55）は，「環境は人類の生存・生活の基礎条件であって，人類共同の財産である。現代社会では，
　環境はその一部が私有あるいは占有されているが，その本来の性格からいって，公共の利益のために公共機関
　に信託され，維持管理されるものであって，公共信託財産である」と主張する。Barkin　＝　Shambaugh（1996），
　Cleaver（2000）も，同様の趣旨に基づいた研究を行っているので，併せて参照されたい。
24Ackerman（1990，1997：158－172）は，これと同様の見地から，リサイクルの促進は資源節約という直接的な効
　用のみならずエネルギー利用効率の改善という「隠れた効用（hidden　utility）」をもたらすと主張する。
25その代表例は，排出権（地球温暖化の原因となる二酸化炭素などを排出する権利）である。排出権市場におい
　ては排出権に市場価格が付与され，財・サービスの価格に反映されるようになる。その他，政府により環境税
　（炭素税など）が徴収されるならば，それは必然的に生産活動・消費活動へと影響を与えるであろう。
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自然環境を消費の客体に含めたとしても，生産老一消費者間の交換の基本的性格は経済的交換である
ことに変わりはない。むしろ，経済的か非経済的か（対価を伴うか否か）という尺度よりも，消費活
動の社会的な影響度，より直裁的には自然環境に対する影響の大きさが強調されるようになるであろ
う。すなわち，私的ないしは個別的な交換（private／individual　exchange）にとどまるのではく，社
会的交換（social　exchange）としての性格づけがなされる必要がある26。
　さらに，消費活動の基準，すなわち消費社会における消費活動は何に基づいて（どのようなものを
拠りどころとして）行われているかを検討してみよう。主流派経済学においては，経済主体（個人）
は合理的選択（rational　choice）に基づいて行動すると想定される。一方，環境保全を重視するなら
ば，環境保全活動とはそれが合理的であるか否かを問わず行わなければならないものである，という
考え方が成り立つかもしれない。これら諸点からは，ある個人（生産者，消費者，さらには政府も含
まれる）がもっぱら合理的選択に基づいて行動する場合には環境保全が軽視されがちである，という
図式が導き出されそうである。しかしながら，合理的選択と環境保全との関係を，こうした二分法的
図式に当てはめるのには疑問がある。いうまでもなく，ある個人にとっての合理性，ないしは合理性
を規定する諸々の条件は，その個人が置かれている社会状況に応じて，いかようにも変化しうる。か
つて非合理的であった行動が現在においては合理的になる可能性があるし，その逆もまた然りであ
る。要するに，消費社会が環境保全を重視する方向へと移行していけば，環境保全に配慮した活動は
合理的なものになりうるのである。したがって，環境保全重視型の消費活動の場合でも，活動の基準
を（広義の）合理的選択とすることに大きな支障はない。ここでの合理性を規定する要因は，個人に
とっての準拠集団の動向，環境技術27，環境法・環境政策，および既述した社会的価値体系・社会的
規範28など，さまさま挙げることができよう。
　Hodgson（1988）は，社会経済システムにおいて行動する際の基準となる合理性は，自然環境と
の相互作用によって絶え間なく変化していく旨を主張する。このような考え方29を発展させたGun－
dersen（1995）によると，一般大衆による環境への配慮は，環境に対する市民全般の関心を高め，
26小林（2001）は，ソーシャル・マーケティソグ（企業の社会的責任の範疇に自然環境に対する責任が付け加わ
　った環境マーケティング，グリーソ・マーケティングをも包含する）においては，従来的なマネジリアル・
　マーケティングと比較して社会的交換が重要性を増すと主張する。
27環境主義マーケティング研究会（1992：118）は，第2章で論じたライフスタイルと，環境技術との関係につい
　て，「消費生活における今日のライフスタイルは，戦後の急速な技術進歩によるところが大きい。技術の進歩
　がライフスタイルを変え，また新たなライフスタイルが新たなニーズを生み技術進歩を誘発する。その意味で
　は環境にやさしいライフスタイルは，生産，流通，消費，廃棄（またはリサイクル）の一部門だけで形成する
　わけではない」と主張する。
28Peacock（1997）は，社会的規範は合理性と相反するものとして見られがちだが，実際には合理性の重要な構
　成要素であるとの旨を論じている。
29合理性と自然環境との関係については，他にFrey（1999）やCleaver（2000）によって研究がなされている。
　また，さらに広く，合理性と社会性・倫理性との関係については，江田（2002）による研究があるので併せて
　参照されたい。
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潜在的な「環境価値（environmental　value）」を実現するための個人の能力・資質を高める。さらに，
一般大衆による環境への配慮は「環境合理性（environmental　rationality一自然環境への配慮を加味
した合理性）」を高めるので，それは個人の環境への関与を強めるものとなる，と論じている。さら
に，Thiele（1999：140）は，　Gundersen（1995）により提唱された環境合理性を採り入れて，自説
である「共進化的な相互依存性（coevolutionary　interdependence）」を次のように説明している一「
大衆の環境への配慮によって強められる環境合理性は，『長期的思考（long－term　thinking）』（時間
にまたがった相互依存性），終局的には『地球規模の』展望を必要とする『集合的思考（collective
thinking）』（空間にまたがった相互依存性），および自然や社会のさまざまな部分がどのように相互
関連ないしは相互作用しているかに関する評価を説明するr全体論的思考（holistic　thinking）』（種
族にまたがった相互依存性）の採用によって，主に特徴づけられる。環境合理性はまた，その範囲に
おいて進化的なものである」。これら諸見解から窺い知れるように，「環境保全重視の行動＝非合理的
な行動」と「環境保全軽視の行動＝合理的な行動」との対比という画一的な図式は，もはや適切なも
のとはいいがたいであろう30。
】V　むすびにかえて
　本稿は，地球環境問題が現代の消費社会における懸案事項であるという問題意識の下，消費社会と
環境保全との間に介在する相剋的状態の緩和を目指して，両者の整合を図るべく考察を進めてきた。
消費社会およびその構成主体にとって自然環境は所与でない（あるいは無限でない）という自明の理
に基づいて，ここまでに展開してきた主張は，次の二点に要約される
①消費社会の全体像一環境保全を念頭に置いて一：消費社会の構成主体である消費者・生産老・政
　　府の間には，社会的相互依存性が存在する。相互作用と自律性に基づいた三者間の合意を通し
　　て，消費社会を方向づける社会的価値体系・社会的規範相互作用が形成され，また変化してい
　　く。消費社会と自然環境との間にも相互作用が働き，双方を含んだ共同体が構成される。
②　消費社会における環境保全型の消費活動：環境保全重視の場合，消費社会における消費活動の客
　　体には，財・サービスのみならず自然環境も包含される。生産者と消費者との間の交換は，経済
　　的交換のほか社会的交換としての性格が強まる。消費活動の基準を，社会状況の変化や自然環境
　　との相互作用によっていかようにも変容していく合理性とすることに矛盾はない。
こうした理念的主張を根拠づけようと本稿は努めてきたが，結局のところ十分な論理的根拠は与えら
れていないかもしれない。ただし，主張自体の正当性は現に存在するものと思われる。
　他方，消費社会の今日的な様相は，次のように述べられもしている一「消費社会とは，高度な生産
段階に達した産業システムにおいて，モノ＝商品の体系の膨張と欲求の流れの多様化の波が次々に巻
30もっとも，環境保全行動が時には非合理的で自己犠牲的な動機づけに基づいてなされることは否定されえない
　し，また消費社会においてはそのような行動が尊重されるべきである。たとえば，将来世代に向けた投資によ
　る「啓発された自己利益（enlightened　self－interest）」の享受などがそれである。
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き起こしていく状況をさしていうことが多い。この過剰なモノと欲求の氾濫する局面は，従来の機能
的な必要という意味・感覚を超え，モードの論理に従って生起する，新しい遊び的な意味・感覚の世
界を導き入れている」（内田1993：742）。このような記述を前にすると，より深く消費社会の本質を
掘り下げ，なぜ消費社会において過剰生産・過剰消費が進行するのかを検討する必要に迫られる。ひ
いては，消費社会と環境保全との間の相克状態を解消するためには，消費水準の引き下げ，ないしは
過剰消費の抑制，という手段の断行を避けることはできないかもしれない。こうした手段について
は，ディマーケティング（demarketing）という見地から論じられてきている31。また，環境保全に
資する究極的な手段として「不活動（inaction）」が取り沙汰されてもいる32。本稿では，消費水準の
引き下げや過剰消費の抑制などを直接的には論じていない。よって，これら消費社会に対してのさら
なる（批判的視点からの）検討は，今後の課題としていきたい。
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